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研究成果の概要（和文）：教育の公共的機能についての日本人の認識を国際比較の観点から把握し、実証的なデ
ータに基づいて、教育が社会に資することをいかにして示すかを検討した。主として、社会階層と社会移動に関
する調査（SSM）や、意識の国際比較調査（ISSP）などのデータを用いて、反事実的発想に基づく因果効果の測
定という発想の重要性を、様々な統計分析を通じて訴えた。それらの成果は、数々の国際学会での発表や、英語
論文として公表されたほか、最終年度には中公新書『日本の公教育－学力・コスト・民主主義』としてまとめら
れた。

研究成果の概要（英文）：This study investigated the positive effects of public education on our 
society based on the Japanese attitudes toward the public function of education from the 
international comparative perspectives. Data from the Social Stratification and Mobility (SSM) 
survey and International Social Survey Programme (ISSP) were mainly used in this study, and  causal 
inferences based on the counterfactual assumption were introduced and emphasized. Many results were 
presented at international academic conferences. In addition, I published some papers and a book 
written in Japanese titled "Japanese Public Education: Academic Achievement, Cost, and Democracy."

研究分野： 教育社会学
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１．研究開始当初の背景 
 貧困や格差の拡大がしばしば指摘される
ようになっている一方で、教育費の私的負
担は大きなままであり、奨学金制度も脆弱
な状態が続いている。ここ数年、政治的に
教育の無償化などが議論されるようになっ
たが、そもそもなぜこのような閉塞状況に
陥ってしまったのだろうか。 
国際比較の観点では、日本人の教育に対

する公教育費増加への支持が相対的に低い。
それは教育の公共的機能が十分理解されて
いないこと、さらに日本が財政難で支出を
教育に回す余裕がない上に、国民の政府に
対する信頼度が低いため国民負担が増える
政策が支持されないこと、政治家も負担増
政策を提唱することで「納税者の反乱」に
より選挙で落選するリスクをとろうとしな
いこと、ということに原因があると予想さ
れた。 

 
２．研究の目的 
 上記のような時代背景のもと、教育費その
ものや、公教育の在り方についての日本人の
考え方を探る必要があると考えた。さらに、
しばしば指摘されることではあるが、こうし
た問題設定が意味をもってくる背景には、教
育の拡大にもかかわらず、それが社会格差の
縮小に十分寄与していないのではないか、と
いう疑念が存在する。したがって、格差や不
平等構造の実態についても考える必要があ
るだろう。 
 さらに、本研究は、前提として「公教育は
社会的に見て、ポジティブな意味や機能をも
つ」という立場に立つ。逆に言えば、この見
解に賛同できない立場からみれば、本研究は
全く意味をなさないものとなりかねない。と
ころが、一部の教育経済学の知見を別として、
教育の効果や社会的意義を、実証的に検討し
ようとした研究は、特に教育学の分野では多
くない。その多くは、理念的に教育の重要性
を訴えるものとなっている。それ自体は否定
できないが、公教育の意義を積極的に認めな
い者にとっては、あまり説得力のある議論と
は見なされておらず、議論は噛み合っていな
い。つまり立場の異なる者に対し、きちんと
した科学的な証拠（エビデンス）を示すこと
によって、議論を進めていかなければならな
い。 
 以上のような考えに基づき、社会的にも政
策的にも、公教育の意義を、できるだけ実証
ベースで示す方法はないか、ということを探
求し続けたのである。 
  
３．研究の方法 
(1)用いたデータ 

 本研究では、過去に実施された質問紙調査
のデータを分析対象としている。その例とし
ては、社会階層と社会移動に関する全国調査
（SSM 調査）、2013 年に実施された「教育・
社会階層・社会移動全国調査（ESSM2013 調

査）」、東京大学社会科学研究所の実施してい
る若年・壮年パネル調査（Japanese Life Course 
Panel Survey: JLPS 調査）、国際社会調査プロ
グラム（International Social Survey Programme: 
ISSP）調査、筆者らが中心となって行った母
子ペアの高校生パネル調査などが挙げられ
る。 
 
 (2)方法 
 質問紙調査をもとに、潜在クラス分析のよ
うなカテゴリカル変数の背景にある潜在構
造を抽出する分析、各種回帰分析、パネルデ
ータ分析法のほか、Heckman-probit のよう
なセレクション・バイアスを考慮した推定モ
デルを用いるなどして、分析を行っている。
それ以外に、統計分析を用いたエビデンスの
特徴や限界について考察し、それを図書のチ
ャプターや新書にまとめるなどした。 
 
４．研究成果 
(1)公教育費の増額に対する賛否にも、様々な
立場がある。賛成であろうが、反対であろう
が、その理由付けは一様ではなく、背景を探
ることが問題解決に資することになる。 
 たとえば教育費を増やすべきだという立
場でも、そういうことができるのは政府だけ
であり、また政府を信頼しているからその政
策を支持するのだ、という考え方と、そもそ
も少ない教育費しか出さないような政府だ
から信頼に足らないのであって、もっと教育
費を増やすべきだ（そうでなければ信用され
るはずがない）、というように、全く逆の理
屈が成立しうる。どういう理屈を多くの国民
が抱いているか、それによって解決の方策は
異なるはずだ。 
 2013 年に実施された「教育・社会階層・社
会移動全国調査（ESSM2013）」（対象を 30～
64 歳男女・無作為抽出・N=2,893）を用いて、
4 つの意識項目の賛否に基づく潜在クラス分
析を行ってみた。その 4 つの項目は、A「安
定した生活を送っていくためには、高校卒業
後も学校に通ったほうがよい」、B「一般に、
学校の授業で得た知識は、仕事をする上で役
立つ」、C「公立学校は信頼できる」、D「税金
を増やしてでも、今より政府の教育支出を増
やすべきだ」である。導き出された潜在クラ
スは以下の表のとおりである。 
 
 クラス 1 クラス 2 クラス 3 
 肯定 否定 肯定 否定 肯定 否定 
A .321 .679 .991 .009 .638 .362 
B .373 .627 .719 .281 .784 .216 
C .235 .765 .301 .699 .899 .101 
D .157 .844 .358 .642 .537 .464 
構成比 .481 .260 .260 
 
こうみると、教育に否定的な見方をするク

ラス 1 が半分近くを占め、教育の意義を認め
つつ、公立学校や政府に対して厳しい見方を
するクラス 2 と、全体的に肯定的な見方をす



るクラス 3 が拮抗していることがわかる。 
ちなみに、クラス 1 は学歴が低く、ブルー

カラーや子どものいない人が多い。クラス 2
は女性、クラス 3 は男性が多く、いずれも高
学歴である。つまり学歴の高い人（教育を受
けている人）ほど、教育の意義を認めてはい
るのだが、公教育の負担増となると意見が割
れ、トータルとして公教育費増額は支持され
にくくなってしまうようだ。 
 
(2)国際比較の観点では、ISSP の 2009 年デー
タを用いて、社会的不平等に対する態度の分
析を行った。 
 富裕層がより高い教育を受けることに対
して、日本人はそれをアンフェアだと考える
人が相対的に少ない。ただ公教育費が少ない
ところほど、「お金持ちだけが大学に行ける」
という状況を追認している状況がある。 
 世界的に見ても、富裕層は不平等の存在に
あまり敏感ではないようである。この傾向は、
公教育費が多い国ほど、強まることがわかっ
た。逆に言えば、公教育費の少ない国では、
意識差が現れにくく、国民全体が不満を抱い
ている状態だとも言えよう。 
 日本国内に限定しても、同様の結果が導き
出されたが、日本の特徴としては意識の世代
（年齢）の違いが際立っている点が挙げられ
よう。 
 
(3)さらに教育の効果や外部性についても、計
量的分析によって検討を行った。 
 反実仮想的発想に基づく因果推論の方法
が浸透し、筆者も傾向スコア法などを用いて、
可能な限り攪乱要因を取り除いて、純粋な教
育の影響を抽出しようと試みた。 
 特に高等教育について、日本では一定の学
力水準ややる気のある人だけが進学すれば
よいという価値観が広く行き渡っており、社
会的視線は厳しい状況にある。こうした見方
自体が、日本の大学進学率を 5 割程度で停滞
させている要因の一つかもしれない。 
 アメリカでは、大学進学が誰に最もメリッ
トをもたらすかが議論になっている。Brand
と Xie による傾向スコアの層別解析に基づけ
ば、大学進学する傾向のある人々（階層が高
い、成績がよいなど）よりも、進学しない傾
向のある人々（階層が低い、成績がよくない
など）のほうが、大学進学で収入の大きなメ
リットがもたらされると結論付けた。これが
ネガティブ・セレクション仮説である。 
 同様の分析を、SSM や JLPS で行ったが、
様々な要因を取り除いた結果、トータルとし
て正の外部性自体は認められたものの、ネガ
ティブ・セレクション仮説は支持されなかっ
た。ただし、Brand & Xie の用いたデータと、
SSM や JLPS データは、データそのものの特
徴が異なっており、用いている変数も（必ず
しも同じような変数が揃っていないという
理由から）異なっている。この結果の相違は、
そうした要因が関係している可能性も否定

はできないので、今後も検証を続ける必要は
あるだろう。 
 
(4)さらに、国公立大学は、私立大学に対して、
相対的に授業料が安めに抑えられている。国
公立大学の果たしてきた社会的機能には、
様々な議論があると思われるが、比較的安い
授業料であるという点で、高等教育に手が届
きにくい社会的に不利な層に対して、一定の
進学機会を拡大するという機能を果たして
きた可能性がある。特に地方の学生にとって
は、全都道府県に存在する国公立大学の存在
は貴重な意味をもっており、わざわざ都会に
出て下宿をするなどの、膨大な生活費の増加
を伴う可能性が減る。 
 経験的に「ウチは国立大学でなければ進学
できないと言われたので国立を選んだ」など
という話はよく耳にする。しかしそうした進
学機会の拡大機能がデータから裏付けられ
るのかについて、検証を行った。そこで用い
たのが Heckman 型のプロビット推定である。 
 その結果、これは SSM データでも、JLPS
データでも、またどの世代や性別にかかわら
ず、いずれも国公立大学が、進学しにくいバ
ックグラウンドを持っている人に対して進
学させるという機能をもっていることが明
らかにされた。つまり大学進学機会の平等化
に、限定的ながら、しかし確かな貢献を果た
していたと言えそうである。 
現在は国公立大学の授業料も安くはない

が、それでも相対的に私立大学の授業料より
安く抑えられているため、そのことが進学に
不利な人に対して間口を広げるという、高等
教育進学機会の平等化に、一定の寄与をして
いることが示された。このような観点から分
析が行われたことはあまりなく、本研究は重
要な意義をもっていると考えられる。(3)(4)
の成果は、筆者の中公新書にも書かれている。 
 
(5)一方で、日本の教育機会の格差・不平等は
安定して維持されていることが SSM 調査の
分析などから明らかにされた。Lucas による
Effectively Maintained Inequality (EMI)仮説を
検証すると、確かに全体として高学歴化は進
んでいるものの、後の世代になれば、同一学
校段階内部における学校の質（どの学校に行
くか）をめぐって階層による格差や不平等が
観察されるという。 
 また性による格差・不平等も依然残されて
いる。例えば専門分野の選択に性差がある点
は、どの国でも観察されるが、日本の場合よ
り顕著に存在し、それは労働市場の在り方と
密接に絡み合っていることが考えられる。 
 しかし、こうした状況が正確に認知されて
いるとは限らない。むしろ生活保護バッシン
グなどに典型的だが、社会的弱者に対する厳
しい見方や態度をとる人は、日本では少なく
ない。 
そのような中で、一つの公共空間や市民社

会を構築するためにも、正確な認識を広め、



より効果的な政策を実行することが求めら
れていると言える。社会認識の在り方は、
人々の政策への態度も規定するということ
を、意識しておく必要がある。 
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